
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「環境基本計画」に掲げている 5 つの基本目標の達成状況に

ついて、個別目標ごとの環境の現状や市の取組について報告し

ます。 
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基本目標 1 豊かな自然の恵みを受け潤いと安らぎを感じられるまちづくり 

1-1 谷津と台地を中心とした里山の保全 

Ⅰ 現況と課題 

印旛沼・手賀沼をはじめとする水辺環境や谷津と台地を中心とした里山は、水と緑に恵

まれた本市の特性を形づくる重要な環境要素です。 

谷津と台地を中心とした里山は、自然のままに放置して得られたものではなく、水田や

水路、そして斜面林の季節的な維持管理、下草刈り、山菜採りといった、人々の自然と共

生する生産・生活活動を通じた働きかけによって植生が保たれ、継承されてきました。 

しかし、近年は農家の後継者不足や産業構造の変化に伴う離農者の増加などにより、か

つての農地が宅地などに転用されたり、遊休農地となることで人の手が入らなくなり生物

多様性の低下を招くなど、本市の豊かな自然環境の保全・継承が課題となっています。 

 

■ 土地利用の変化 

令和 6（2024）年度における田・畑・山林・原野を合わせた面積は市域の 53.8%（66.6km2）

を占めていますが、合併直後の平成 22（2010）年度と比較すると、その割合は 14 年間で

6.7 ポイント減少し、宅地などに置き換わっていることが分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考）端数処理のため、合計は一致しません。 

 

Ⅱ 市の取組 

① 樹林地・斜面林の保全  

市内には人と自然との長年の関わり合いによって

形成されてきた武西や結縁寺のような里山が多く残

されています。 

この里山は樹林地、田畑、草地、水辺などいろいろ

な環境が混ざりあって、豊かな生態系を育む場として

も注目されています。里山を代表とする自然環境は、

様々な社会課題の解決につながるグリーンインフラ

としての機能を有することから、市では、その多面的

機能の積極的な活用を目指しています。 

市では、市民参加による里山保全活動の充実を図るため、市民活動団体が実施する里山

関連の行事を支援（広報紙・市ホームページによる情報発信など）しています。 

市内の里山風景 

重点的な取組１，３  

《 土地利用面積の変化 》

田・畑・山林・原野の割合
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市民の森である「草深の森」は、市民の憩いの場として、ニュータウン地域のすぐそば

に残された約 8.8ha の森林です。 

市では毎年、NPO※団体などと協力し、枯れ木の伐採などの維持管理作業を行い、整備し

てきました。また、武西の里山では、NPO 団体との協働により里山の保全作業や生物調査

などを実施しているほか、別所谷津公園などにおいても、市民団体による里山保全活動が

実施されています。  

令和 6（2024）年度における市内の里山保全活動団体数は 14 団体、市が実施した里山保

全回数は草深の森や武西の里山、大森・別所の森を含めて 18 回でした。 

 

備考）「里山保全回数」は、市が実施した里山保全回数をカウントしています。 

 

市では、森林保全活動の担い手の確保や育成に

向け、取組を実施しています。 

令和 6（2024）年度は、市内在住・在勤の方を

対象にチェーンソー及び刈払機の安全講習会を 1

回実施しました。 

また、大森小学校及び教育センターにおいて林

業体験教室を実施しました。 

 

② 農地の保全 

本市における田畑面積は約 4,772.3ha で、市の土地面積の約 38.6%を占めています。本

市の田畑面積は減少傾向にあり、農業従事者の高齢化や担い手の不足による離農の進行や、

開発等による転用に伴う農地の減少が見られます。 

市では、優良な農地を保全するために農業振興地域農用地区域を定めており、令和 6

（2024）年度末時点では 3,098.25ha となっています。 

「2020 年農林業センサス」（農林水産省）によると、本市の基幹的農業従事者数は 1,262

人、経営耕地面積※（農家が経営する耕地面積）は約 2,260ha で、農業は市の主要産業と

なっています。四季折々の田園風景は、本市を代表する景観を形成しています。 

また、農地の有効活用を図るため、農地を貸したい方と借りたい方をつなぐ農地中間管
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重点的な取組１，２  
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理事業による支援を行っています。令和 6（2024）

年度末時点における遊休農地面積は 247ha と

なっており、経年的にはほぼ横ばいです。 

市では、農業の有する多面的機能の維持発揮を

図るため、市内 13 団体に対し地域の共同活動に

係る支援を行い、地域資源の適切な保全管理を推

進しました。 

農地を保全していくためには、農業の魅力を広

く発信していくことが必要です。 

市では、市民の方が野菜や花などを栽培して自然に触れ合うとともに、農業に対する理

解を深めることを目的とし、草深地区に「草深ふるさと農園」を開設しています。 

また、市内の農作物直売所等に対して、販売促進に係る資材費の補助金交付を行いまし

た。今後も、新鮮で安心な農産物の供給と農地の保全につながる「地産地消」を推進して

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 環境指標の状況と評価 

環 境 指 標  
基準年度  中間目標  R6（2024）年度  

実績  
評価  

R2（2020）年度現状 R8（2026）年度  

里山保全活動団体数  12 団体  現状以上  14 団体  ☆☆☆ 

里山保全回数  11 回  現状以上  18 回  ☆☆☆ 

農振農用地面積  3,101 ha 現状維持  3,098.25 ha ☆ 

認定農業者及び認定新規就農

者数  
67 経営体  77 経営体  85 経営体  ☆☆☆ 

遊休農地面積  251 ha 現状以下  247 ha ☆☆☆ 

多面的機能支払交付金交付団

体数  
11 団体  現状以上  13 団体  ☆☆☆ 

備考）「里山保全回数」は、市が実施した里山保全回数をカウントしています。 

「農振農用地面積」は、農業用施設用地面積を除いています。 

「遊休農地面積」の基準年度（令和 2（2020）年度）値は、耕作放棄地の定義の見直しに伴い、1 号、

2 号遊休農地の数値を採用したため、「第 3 次印西市環境基本計画」に掲載した値とは異なります。 

  

農産物の地産地消を推進 草深ふるさと農園  
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≪総評、今後の方向性≫ 

 市民活動団体との協働による里山の保全作業や生物調査を実施したほか、市民活動団

体による里山関連行事の広報支援を行いました。今後も引き続き、市民・事業者・行政

の協働による里山の保全・活用に向けた仕組みづくりの検討を進めます。 

また、農業施策については概ね目標を達成しています。 

農業振興地域農用地面積については、地域の情勢等を鑑みながら優良農地の確保に努

めます。 
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1-2 生きものの生息・生育空間の保全 

Ⅰ 現況と課題 

市内の自然環境調査では、ホタル、サシバやキンランをはじめとする希少な動植物の生

息・生育が確認されています。 

一方で、カミツキガメやアメリカザリガニ※、ナガエツルノゲイトウ※、オオキンケイギ

クなどの特定外来生物※が増加しており、本市特有の生物や生態系にとって大きな脅威と

なっています。 

また、イノシシ、ハクビシンやコブハクチョウなどの有害鳥獣による生活被害や農作物

被害も増加しています。 

本市の豊かな生態系を守っていくには、生きものの適切な管理に関する意識啓発や身近

な自然と触れ合う機会の提供を通じて、生物多様性の有する機能や重要性を市民・事業者

と広く共有することが必要です。 

 

Ⅱ 市の取組 

① 生きものの生息・生育空間の把握 

市では、市内の生きものの生息・生育状況を把握するため、5 年に 1 回程度の頻度で自

然環境調査を実施しています。 

直近の令和 2（2020）年度に実施した調査では、植物 967 種、動物 892 種が確認されま

したが、在来生物※の生息・生育を脅かす恐れのある特定外来生物もナガエツルノゲイト

ウなど植物 5 種、ウシガエルなど動物 8 種が確認されており、近年は確認種数に外来生物

が占める割合が高まってきている傾向があります。 

令和 6（2024）年 3 月に閣議決定された国の「生物多様性国家戦略 2023-2030」も踏まえ

ながら、30by30 目標※の達成に資する本市における取組を検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

《 市内で確認された注目種 》 

分類群  
確認種数  

(注目種数 ) 
代表種  

植物  
142科 967種 

(31科 55種) 

スギナ、ヨモギ、セリ 

コナラ、イヌシデ、シラカシ

ミズニラ、キンラン 

動  

 

物  

哺乳類  8科 10種 

(2科 2種) 

モグラ、カヤネズミ 

タヌキ、イタチ、イノシシ 

鳥 類  35科 100種 

(22科 48種) 

シギ・チドリ類、カモメ類 

ツバメ、モウキン類 

爬虫類  6科 12種 

(6科 10種) 

クサガメ、アオダイショウ 

カナヘビ、ヤマカガシ 

両生類  
5科 8種 

(4科 5種) 

ニホンアマガエル、トウ

キョウダルマガエル、アカ

ハライモリ 

昆虫類  
183科 737種 

(25科 39種) 

オニヤンマ 、モンシロ

チョウ、トノサマバッタ、カ

ブトムシ、ヤマトシリアゲ 

魚 類  9科 25種 

(4科 7種) 

オイカワ、モツゴ、タモロコ 

ドジョウ、ヌマチチブ 

【出典】印西市自然環境調査（2020 年度）  

カヤネズミの球巣  オオタカの巣  

ヤマトシリアゲ ササバギンラン 

クイナ トウキョウダルマガエル 

《 市内で確認された動植物 》 
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② 多様な生態系の保全 

市では、県や周辺自治体及び関係機関と協力して、野生動植物の生息・生育環境の保全

や外来生物の移入防止などの取組を行っています。 

特に外来生物対策については、広報や市ホームページで外来生物に関する情報提供を実

施しているほか、特定外来生物の捕獲作業を実施しています。令和 6（2024）年度は 226 頭

のカミツキガメと 117 頭のアライグマを捕獲しました。 

また、近年では野生動物による生活被害や農作物被害が増えていることから、市では、

毎年ハクビシン、タヌキ及びイノシシなどの有害鳥獣を捕獲しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

市では、市民が身近な自然環境や生きものに触れ合

うことを通じて環境保全への理解を深める場として、

「いんざい自然探訪」を開催しています。 

令和 6（2024）年度は、自然探訪を 3 回開催し、参加

者数は延べ 47 人となりました。 

また、NPO 団体との協働により、「子ども里山学校」

を 3 回開催しました。 

 

③ 水辺環境の保全 

本市は、湖沼やその支流など多様な水辺環境に恵ま

れています。 

市では、水辺とのふれあいの機会を提供するため、

関係機関とともに水辺環境保全のためのイベントや河

川の清掃活動を実施しています。 

令和 6（2024）年度は、手賀沼周辺において市民とと

もに湧水※調査、河川の水質・水生生物調査を行いまし

た。 

また、手賀沼統一クリーンデイの一環として、NPO 団

体や市民と協働で、亀成川において 760kg のナガエツ

ルノゲイトウの駆除を行いました。 

市民との協働で手賀沼周辺の 

湧水調査・河川水質調査を実施 

重点的な取組１  

いんざい自然探訪 
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Ⅲ 環境指標の状況と評価 

環 境 指 標  
基準年度  中間目標  R6（2024）年度  

実績  
評価  

R2（2020）年度現状 R8（2026）年度  

 

在
来
種
の 

 

生
息
・
生
育
種
数 

植物  682 

現状維持  ― ― 

動物  哺乳類  8 

鳥類  96 

爬虫類  10 

両生類  6 

昆虫類  716 

魚類  12 

 

外
来
種
の 

 

生
息
・
生
育
種
数 

植物  285 

現状以下  ― ― 

動物  哺乳類  2 

鳥類  4 

爬虫類  2 

両生類  2 

昆虫類  21 

魚類  13 

備考）「在来種の生息・生育種数」と「外来種の生息・生育種数」については、自然環境調査を 5 年に 1

回程度実施することとし、定期的に現状を把握しています。直近の自然環境調査結果は令和 2

（2020）年度実績となります。令和 7（2025）～令和 8（2026）年度にかけて調査実施中のため、

令和 6（2024）年度の実績評価はなしとしています。 

 

≪総評、今後の方向性≫ 

 

 

  

 多様な生態系の保全に向け、特定外来生物の捕獲作業を実施するとともに、外来生物

に関する情報提供を行いました。また、いんざい自然探訪を開催し、市民の環境保全意識

の高揚を図りました。 

市民や市民活動団体との協働により、湧水調査や河川の水質・水生生物調査、清掃活動

等を実施し、水辺環境の保全に努めました。 
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1-3 暮らしと自然のつながりの確保 

Ⅰ 現況と課題 

本市には、里山をはじめとする自然・田園風景が広がっているとともに、千葉ニュータ

ウンを中心とした市街地では、まちづくりを通じて都市公園や街路樹などの身近な緑が保

全・創出されています。 

さらに、市内各所に見られる社寺や木下貝層※をはじめとする指定文化財、その周辺に

残る社寺林や屋敷林などは、人と自然が関わりあい形づくってきた文化・歴史景観を示し

ています。 

今後も、市民が住み続けたいと思えるまちとするためには、本市特有の景観を継承・向

上させ、暮らしの中で樹木や草花などの緑を身近に感じられるまちづくりを行い、地域へ

の愛着や誇りを醸成していくことが重要です。 

 

Ⅱ 市の取組 

① 自然と調和したまちづくり 

市では、うるおいのある美しいまちの創成

を目指し、市の花であるコスモスの種を市民

団体などに配布する「花いっぱい運動」を推

進しています。 

令和 6（2024）年度は、小中学校や幼稚園・

保育園、市民団体、市民個人などに種を配布

し、市内各所にコスモスを咲かせることがで

きました。  

公園の美化・環境保全などについては、市

内の都市公園の清掃などを実施する美化活動

団体に対し、清掃用具・花苗・種子などの支給

を行っています。令和 6（2024）年度の公園美化活動の団体数は 30 団体となりました。 

また、道路環境の整備については、市が管理する道路などを管理（清 掃 や 植 栽 の 手 入

れ な ど ）する団体に対し、除草・清掃に必要な用具の貸与、ごみ袋・花種・花苗などの支

給を行っています。令和 6（2024）年度の道路美化活動の団体数は 19 団体となりました。 

   

重点的な取組１，３  

花いっぱい運動の推進 
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市では、「印西市景観計画※」に基づき、本市の原風景である里山や、広大な田園などの

緑あふれる景観の保全、それらを活かした景観まちづくりを推進しています。  

令和 6（2024）年度は、市の特性を活かした景観まちづくりの推進に向けた取組・活動

を検討するため、「景観まちづくり市民懇談会」を 2 回開催しました。また、令和 2（2020）

年 4 月に策定した「印西市公共施設景観形成ガイドライン」に基づき、公共施設の整備・

管理者より、協議・通知を受け、良好な景観の誘導を図りました。  

市内で開発行為を行う事業者に対しては、印西市開発事業指導要綱に基づき事業区域面

積の 5％以上の緑地を設けるよう指導しているほか、戸建住宅開発の際にも各区画に生垣

などの植栽を積極的に行うよう要請しています。 

 

② 歴史・文化の保全 

市では、郷土伝統文化の継承・公開や史跡整

備・活用事業などを通じて郷土意識の醸成を図

り、社寺やその周辺に残る社寺林・屋敷林など

本市特有の風景の保全に努めています。 

市及び教育委員会では、貴重な文化財を火災

などの災害から守るため、毎年、文化財防火

デーに合わせて訓練を実施しています。 

令和 6（2024）年度は、宝珠院観音堂（小倉）

にて文化財防災訓練を実施しました。 

また、道作古墳見学会や木下貝層貝化石採集観察会などのイベントを実施し、137 人が

参加しました。 

このほか、8 月には企画展を開催し、関連事業として講演会やギャラリートーク、ワー

クショップを実施し、1,000 人以上が来場しました。 

文化財の保存対策としては、印旛歴史民俗資料館や木下交流の杜歴史資料センターにお

いて、郷土資料の収集、保管及び展示公開を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

木下交流の杜歴史資料センター  印旛歴史民俗資料館 

印旛歴史民俗資料館は、地域の考古、歴史、民俗

等の資料を保存及び活用し、もって市民の教育、学

術及び文化の発展に寄与するために設置されまし

た。 

木下交流の杜歴史資料センターは、市民の歴史及び

文化に対する理解と認識を深めるとともに、市民の郷

土意識の醸成と相互交流を図ることを目的とし設置

されました。 

文化財防災訓練 
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Ⅲ 環境指標の状況と評価 

環 境 指 標  
基準年度  中間目標  R6（2024）年度  

実績  
評価  

R2（2020）年度現状 R8（2026）年度  

公園美化活動の団体数  26 団体  29 団体  30 団体  ☆☆☆ 

道路美化活動の団体数  15 団体  現状以上  19 団体  ☆☆☆ 

文化財指定数  49 件  現状以上  49 件  ☆☆☆ 

 

≪総評、今後の方向性≫ 

 

 

  

市の花であるコスモスを各団体及び市民に配布し、公園美化活動団体には花苗等を提

供することで、花のある美しいまちづくりに貢献することができました。また、公園美

化活動団体に対し活動に必要な用具等の支給を実施し、適切に支援を行うことができま

した。 

今後も引き続きみどりのあるまちづくりの推進及び都市公園の適切な維持管理に努

めていきます。 

 街路樹などの植栽帯については、今後も継続して適正な管理に努めていきます。 

「印西市景観条例」に基づき、周辺の景観に影響を与える一定規模の行為について、

届出制度を運用し、市の良好な景観の誘導を図りました。また、景観まちづくりに関す

るオンライン会議・セミナーに参加し、専門的な知識・技術の習得に努めました。 

引き続き、開発行為や宅地造成工事などの許可等に際しては、法令等に基づき、適正

な土地利用を図るよう誘導・指導していきます。 

 文化・歴史の保全に関しては、文化財の周知・普及の一環として、道作古墳見学会及

び貝化石採集観覧会を実施しました。また、印旛歴史民俗資料館及び木下交流の杜歴史

資料センターでは、公文書や地域史料の保存に努めました。 
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基本目標 2 安心で快適なずっと住み続けたいと思えるまちづくり 

2-1 良好な生活環境の保全 

Ⅰ 現況と課題 

良好な生活環境は、安全・安心な暮らしや持続可能な社会の基盤となるものです。 

市では、大気や水質、騒音などについて、調査・監視・指導を継続するとともに、適切

な指導を行うことで、生活環境の保全に努めています。 

また、公共下水道の整備、公共下水道事業計画区域外における合併処理浄化槽の普及な

どの対策を実施してきました。 

今後も引き続き定期的な調査や、寄せられた苦情などをもとに、発生源へ適切な指導を

行う必要があります。 

 

Ⅱ 市の取組 

① 大気環境の保全 

千葉県が設置する一般環境大気測定局※（高花地区）では大気質を常時監視しています。 

二酸化窒素や浮遊粒子状物質が環境基準を達成している一方、光化学オキシダント※は

環境基準を達成していません。 

令和 6（2024）年度には光化学スモッグ注意報が 2 回発令されました。 

光化学スモッグ注意報の発令時には、防災行政無線、防災メールで注意喚起を行ってい

ます。 

大気汚染の主な原因は、工場・事業場や自動車からの排出ガスです。 

市では、環境にやさしい運転方法であるエコドライブ※やアイドリングストップについ

て、ホームページを通じて普及啓発を行っています。 

  

  

備考）光化学オキシダントの環境基準は、1 時

間値が 0.06ppm 以下であることです。な

お、印西地域の光化学スモッグ注意報

は、印西高花、我孫子湖北台、白井七次

台、栄安食台の各測定局で昼間の 1 時間

値が 0.12ppm を超えると発令されます。 
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② 水・土壌環境の保全 

市では、市内 9 河川で年 4 回の水質測定を実施しています。 

そのうち神崎川と亀成川の BOD 濃度は目標を達成したものの、師戸川は目標を達成でき

ませんでした。師戸川における調査地点のうち、上流部は年間を通して流量が少なく、水

が停滞している状態であるため、生活雑排水などの混入による影響を受けやすいことが原

因であると推察されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
備考）河川の BOD 濃度は、市が実施した水質測定の結果を示しています。公共用水域の水質汚濁に係る環境

基準では、河川については BOD、湖沼については COD が基準項目とされています。水質汚濁防止法の

規定に基づく、公共用水域の水質測定点とは異なります。なお、師戸川の計測地点は河川法における河

川ではありません。 

Ａ類型：水道２級（沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの）、水産１級（ヤマメ、イワナ等貧腐水性水

域の水産生物用並び水産２級及び水産３級の水産生物用）、水浴及びＢ類型以下に掲げるもの。  

Ｂ類型：水道３級（前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの）、水産２級（サケ科魚類及びアユ等貧腐水

性水域の水産生物用及び水産３級の水産生物用）及びＣ類型以下に掲げるもの。  

 

身近な水辺として親しまれている印旛沼と

手賀沼の水質は 1990 年代に比べると大幅に改

善されましたが、依然として COD 濃度が環境基

準値を大幅に超過しており、令和 5（2023）年

度における全国の湖沼の COD 年間平均値は、手

賀沼がワースト 5 位、印旛沼がワースト 3 位と

いう結果でした。 

市では、千葉県と流域市町、利水団体などに

より構成される印旛沼水質保全協議会や手賀

沼水環境保全協議会と協働して、水質浄化・周

辺環境の保全に取り組んでいます。 

 

市では、河川及び湖沼の水質を改善するため、

公共下水道事業計画に基づき公共下水道が未

整備となっている区域の計画的な整備を進め

るとともに、処理区域内の水洗化に努めていま

す。 

令和 6（2024）年度の下水道普及率は 81.3％、

下水道整備率は 96.1％となりました。  
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公共下水道事業計画区域外においては、合併処理浄化槽の設置を補助しています。 

令和 6（2024）年度の補助件数は 107 件であり、合併処理浄化槽普及率は 86.5％となり

ました。 

今後も引き続き、公共下水道が整備されていない地区における高度処理型合併処理浄化

槽の普及を促進するとともに、浄化槽設置後の維持管理の必要性を周知徹底していきます。 

このほか、市では、生活排水対策及び資源の循環利用対策として、廃食用油の回収を実

施しています。 

令和 6（2024）年度は市内 15 箇所を回収場所とし、計 6,120kg を回収しました。 

 

適正な水循環を図るため、事業者に対しては、開発行為等事前協議において、雨水貯留

施設や雨水浸透施設の設置について協力を依頼しました。 

また、市道の歩道整備にあたり、透水性舗装※を採用することで地下水のかん養※を図り、

令和 6（2024）年度は 1,030m2 を透水性舗装により整備しました。 

令和 6（2024）年度の地下水の水質汚濁の調査では、2 地点中 2 地点で環境基準を達成し

ました。 

 

本市は都心に近いといった地理的条件や、農地や樹林地が多く残る環境であることによ

り、不法な残土埋め立てのリスクが高い地域です。 

市では、土砂の埋め立てなどによる土壌の汚染及び災害の発生を未然に防止するため、

特定事業の申請者に法令遵守を徹底させるとともに、市内の監視パトロールを実施してい

ます。 

令和 6（2024）年度は 118 回の残土パトロールを実施し、相談・指導件数は 44 件でした。

令和 6（2024）年度の土壌汚染の調査では、1 地点中 1 地点で環境基準を達成しました。 

 

③ 騒音・振動・悪臭の防止 

市では、主要幹線道路において定期的に道路交通騒音の調査を実施しています。 

令和 6（2024）年度の道路交通騒音の測定地点

は、国道 356 号、（主）千葉臼井印西線（2 地点）、

（主）佐倉印西線、（一）印西印旛線の 5 地点を対

象として実施し、調査全地点で環境基準を達成し

ました。 

事業所・商業施設、建設作業を発生源とする騒

音・振動については、特定施設、特定作業、特定

建設作業の届出を通じて指導を行っており、令和

6（2024）年度は計 206 件の届出を受理しました。 

生活騒音に関して、令和 6（2024）年度は、生

活騒音に関するリーフレットを設置し、市民に対

する意識啓発を図りました。 

《 道路交通騒音の測定地点 》 

千葉臼井印西線  

国道 356 号  

佐倉印西線  

千葉臼井印西線  

印西印旛線  
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令和 6（2024）年度は、大気に関する苦情件

数は 18 件、騒音に関する苦情件数は 7 件、悪

臭に関する苦情件数は 4 件となっており、前

年度（令和 5（2023）年度）と比較すると、大

気に関する苦情は 9 件、騒音に関する苦情は

2 件、悪臭に関する苦情は 1 件増加し、水質

汚濁に関する苦情は 3 件減少しました。 

 

 

 

 

Ⅲ 環境指標の状況と評価 

環 境 指 標  
基準年度  中間目標  

R6（2024）年度実績  評価  
R2（2020）年度現状  R8（2026）年度  

二酸化窒素(NO2)濃度  0.024 ppm 
千葉県環境目標値

(0.04 ppm)以下を維持  
0.019 ppm ☆☆☆ 

浮遊粒子状物質(SPM) 

濃度  
0.038 mg/m3 

環境基準  

（0.10 mg/m3）以下を維持 
0.037 mg/m3 ☆☆☆ 

光化学スモッグ注意報発

令回数  
0 回  現状維持  2 回  ☆ 

亀成川の BOD 濃度  2.0 mg/L 
環境基準  

（3 mg/L）以下を維持  
1.2 mg/L ☆☆☆ 

神崎川の BOD 濃度  0.9 mg/L 
環境基準  

（2 mg/L）以下を維持  
0.8 mg/L ☆☆☆ 

師戸川の BOD 濃度  6.8 mg/L 
環境基準  

（3 mg/L）以下を維持  
5.4 mg/L ☆☆ 

印旛沼の COD 濃度  12.0 mg/L 
環境基準  

（3 mg/L）以下を維持  
15 mg/L ☆ 

手賀沼の COD 濃度  11.0 mg/L 
環境基準  

（5 mg/L）以下を維持  
11 mg/L ☆ 

地下水の水質汚濁に係る 

環境基準（28 項目）  

調査 2 地点全項目  

基準を達成  

全調査地点・  

全項目の基準達成  

調査地点 2 地点のうち

2 地点で基準を達成  
☆☆☆ 

下水道普及率  83.0 % 85.0 % 81.3 % ☆ 

下水道整備率  96.0 % 現状以上  96.1 % ☆☆☆ 

合併処理浄化槽普及率  82.8 % 現状以上  86.5 % ☆☆☆ 

合併処理浄化槽設置基数  

（補助対象分累計）  
3,588 基  4,160 基  3,999 基  ☆☆ 

土壌の汚染に係る 

環境基準（29 項目）  

調査 3 地点全項目  

基準を達成  

全調査地点・  

全項目の基準達成  

調査地点 1 地点のうち

1 地点で基準を達成  
☆☆☆ 

道路交通騒音測定値  
調査 4 地点で 

環境基準を達成  

全調査地点・  

全項目の基準達成  

調査地点 5 地点のうち

5 地点で基準を達成  
☆☆☆ 

備考）河川の BOD 濃度は、市が実施した水質測定の結果を示しています。公共用水域の水質汚濁に係る

環境基準では、河川については BOD、湖沼については COD が基準項目とされています。水質汚濁

防止法の規定に基づく、公共用水域の水質測定点とは異なります。なお、師戸川の計測地点は河

川法における河川ではありません。  
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≪総評、今後の方向性≫ 

  河川の水質については、師戸川における BOD 濃度が昨年度と比較して低下しているも

のの、依然として環境基準を超過しています。水質環境保全のための取組を引き続き実

施していくとともに、関係機関と連携を図りながら改善に努めていきます。 

地下水の水質汚濁及び土壌の汚染については、いずれも調査全地点で全項目の環境基

準を達成できました。 

また、道路交通騒音についても、調査全地点で環境基準を達成できました。 

今後も引き続き、良好な生活環境の保全のためのモニタリングを継続していきます。 

 公共下水道事業計画区域における汚水施設の整備に関しては、市街化区域の整備が概

成し、下水道の整備率は 96.1％となっています。 

現在は、市街化調整区域の汚水施設整備を推進していますが、地域の現状として浄化

槽による汚水処理が進んでいることから、当面、下水道施設の老朽化対策や地震対策工

事を優先的に進める方針としています。  
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2-2 有害化学物質対策の推進 

Ⅰ 現況と課題 

私たちの生活は様々な化学物質に囲まれており、そうした化学物質は暮らしを便利で快

適にする一方で、適切に管理されないことで人の健康や動植物に悪影響を及ぼすものや、

廃棄物の焼却過程などでダイオキシン類を発生させる有害なものもあります。 

本市では県や周辺市町、印西地区環境整備事業組合などと連携し、有害化学物質の監視

を行っています。 

今後も引き続き有害化学物質の発生源における監視・指導を行い、安全・安心な暮らし

の確保に努めるとともに、有害化学物質に係る市民・事業者への情報提供として測定結果

の公表を行っていきます。 

 

Ⅱ 市の取組 

① 有害化学物質の適正管理 

市内の令和 6（2024）年度における大気中のダイオキシン類濃度は、環境基準を達成し

ました。 

また、印西クリーンセンターの排ガス中のダイオキシン類濃度も、排出基準を下回って

います。 

 

市では、印西クリーンセンターや事業所の適正な汚染対策を監視・指導しています。 

また、市民に対しても、住宅地での農薬散布についてホームページで注意を促すなど、

情報提供に努めています。 

有害な化学物質の排出・移動は「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改

善の促進に関する法律※」に基づいて監視されており、特定化学物質を扱う事業者には、そ

の排出量と事業所外への移動量を把握し、国に届け出ることが義務付けられています（PRTR

制度）。 

本市における令和 5（2023）年度の届出数は 12 事業所で、合計排出量は 2,863kg、合計

移動量は 10,000kgでした。なお、千葉県全体では届出数 1,121 事業所、合計排出量 4,748t、

合計移動量 10,397t となっています。 
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② 放射性物質に対する安全・安心の確保 

放射性物質※による環境汚染に対しては、国や県など関係機関と連携しながら除染など

の対策を進めてきました。市民が安心して生活できる環境づくりのため、市では東日本大

震災※当初から公共施設などで空間線量率の測定を行い、結果を広報紙や市ホームページ

などで公表しています。 

空間線量率は年々低下しており、令和 6（2024）年度は、測定を行った 193 箇所におい

て、国が示す基準値 0.23μSv※/h を超える箇所はありませんでした。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 環境指標の状況と評価 

環境指標  
基準年度  中間目標  R6（2024）年度  

実績  
評価  

R2（2020）年度現状  R8（2026）年度  

ダイオキシン類  

大気環境濃度  

印西市役所  

0.035 pg-TEQ/m3 

印西高花測定局  

0.066 pg-TEQ/m3 

0.6 pg-TEQ/m3以下  

を維持（環境基準）  

印西市役所  

0.026pg-TEQ/m3 

印西高花測定局  

0.029 pg-TEQ/m3 

☆☆☆ 

印西クリーンセンターにお

けるダイオキシン類測定

値  

1 号炉  

0.041 ng-TEQ/Nm3 

2 号炉  

0.022 ng-TEQ/Nm3 

1 ng-TEQ/Nm3 以下  

を維持（排出基準）  

1 号炉  

0.056 ng-TEQ/Nm3 

2 号炉  

0.027 ng-TEQ/Nm3 

☆☆☆ 

3 号炉  

0.040 ng-TEQ/Nm3 
0.5 ng-TEQ/Nm3以下 

を維持（排出基準）  
3 号炉  

0.0047 ng-TEQ/Nm3 
☆☆☆ 

公共施設における空間

放射線量達成率  

全地点の基準達成  

（172 地点）  
全地点の基準達成  全地点の基準達成  ☆☆☆ 

備考）「印西クリーンセンターにおけるダイオキシン類測定値」は、印西地区環境整備事業組合の提供資

料によります。なお、3 号炉については「印西クリーンセンターの操業及び公害防止に関する協

定書」により、排出ガスの基準が 0.5 ng-TEQ/Nm3 以下と定められています。 

 

≪総評、今後の方向性≫ 

 

 

備考）高さ 100cm の測定結果  

空間線量率の測定作業 

 ダイオキシン類濃度の測定値は環境基準及び印西クリーンセンターにおける排出基

準を下回りました。今後も引き続き、状況の把握に努めます。 

市内公共施設の空間放射線量を測定し、基準値である毎時 0.23μSv/h を超える箇所

はありませんでした。今後も引き続き、モニタリングを継続し、市民・事業者への情報

提供を図ります。  
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基本目標 3 限りある資源を有効に活用した持続可能な美しいまちづくり 

3-1 不法投棄やポイ捨ての抑制・防止対策の推進 

Ⅰ 現況と課題 

本市は豊かな自然や田園風景が多い一方で、山林の道路脇など人目につきにくい場所で

の不法投棄が見受けられます。ごみの不法投棄やポイ捨てによる景観や自然環境、生活環

境への悪影響は無視できません。 

また、不法投棄を処理せずに放置していると「捨てやすい環境」と捉えられ、さらなる

不法投棄の要因となる傾向があります。 

不法投棄やポイ捨ての抑制・防止に向けては、ごみがなく、手入れされていることが感

じられる「捨てられにくい環境づくり」が重要です。 

今後も市民・事業者と連携した清掃活動を通じて、身近な地域の環境を清潔に保つ意識

を育むとともに、市民との連携体制の構築など、より一層の監視体制の強化を図っていき

ます。 

Ⅱ 市の取組 

① 環境美化活動の推進 

市では、環境美化意識の向上を図るため、市民団体や事業者と協力して、年 1 回の「ゴ

ミゼロ運動」、毎月 1 回の「クリーン印西推進運動」などの活動を実施しています。 

ゴミゼロ運動は、新型コロナウイルス感染症の影響に伴い令和 2（2020）・令和 3（2021）

年度は中止となりましたが、令和 4（2022）年度から再開しました。 

令和 6（2024）年度の、ゴミゼロ運動及びクリーン印西推進運動への参加団体数は延べ

323 団体、参加者は延べ 33,144 人であり、合計 31,502kg のごみが回収されました。各活

動への参加団体数は、基準年度（令和元（2019）年度）値を下回っていますが、前年度（令

和 5（2023）年度）値と比較すると増加しており、目標値に近づいています。 

今後も引き続き、市民の環境美化意識の向上を図っていく必要があります。 

個人のモラルに関わる問題でもあるポイ捨てについて、市では、歩行喫煙、ポイ捨て等

防止条例の適正な運用を図り、環境美化意識の向上を図っています。 

令和 6（2024）年度は、重点区域での啓発やパトロールを実施し、禁止行為の指導件数

は 89 件、過料件数は 0 件でした。 

   

 

 

 

 

 

 

 

クリーン印西推進運動を実施 
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② 不法投棄の未然防止 

市では、広報紙や市ホームページで不法投棄に関する罰則や通報先などの情報提供を

行っているほか、啓発看板の貸与を実施しています。 

令和 6（2024）年度は小型監視カメラ 50 台に加え、固定式監視カメラ 15 台、移動式監

視カメラ 20 台を運用し、監視やパトロール、広報などによる啓発を実施したほか、関係機

関との連携を強化し、警察へ 7 件の通報を行いまし

た。 

また、夜間の不法投棄パトロールを実施してお

り、令和 6（2024）年度は委託によるパトロールを

100 回、市職員による夜間パトロールを 7 回実施し

ました。 

不法投棄物の内訳をみると、家電製品や自動車・

自動車部品・タイヤなどが多いことがわかります。

不法投棄物は市民からの通報により発見されるも

のも多く、市民による監視の目が不法投棄の抑止や

早期発見につながります。市民からの不法投棄通報

件数は、令和 6（2024）年度は 23 件でした。 

不法投棄を防ぐためには、土地の適切な管理を行

うとともに、市民・事業者・市が協力して、不用品

の適正な排出やリサイクルなどに努め、不法投棄さ

れにくい環境を作る必要があります。 

  

Ⅲ 環境指標の状況と評価 

環 境 指 標  
基準年度  中間目標  R6（2024）年度  

実績  
評価  

R2（2020）年度現状 R8（2026）年度  

ゴミゼロ運動参加団体数  
193 団体  

（R1（2019））  
195 団体  158 団体  ☆ 

クリーン印西推進運動  

参加団体数  

166 団体  

（R1（2019））  
現状以上  165 団体  ☆ 

市民からの不法投棄通報件数  59 件  40 件  23 件  ☆☆☆ 

備考）「ゴミゼロ運動参加団体数」と「クリーン印西推進運動参加団体数」の基準年度値については、新

型コロナウイルス感染症の影響を考慮して令和元（2019）年度の実績としています。 

 

≪総評、今後の方向性≫ 

   クリーン印西推進運動に関しては、実施団体がほぼ定着しつつあり、基準年度の数値

に近づいています。 

ゴミゼロ運動に関しては、基準年度の数値には達していない状況ですが、わずかに増

加しています。 

今後も引き続き、市民の環境美化意識の向上を図っていきます。 

不法投棄通報件数に関しては、不法投棄の件数自体が少なく、通報件数の割合も少な

くなっています。 
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3-2 3R（リデュース・リユース・リサイクル）の推進 

Ⅰ 現況と課題 

従来の「大量生産・大量消費・大量廃棄」型の社会経済活動は、私たちに快適な生活環

境をもたらす一方で、地球温暖化の進行や天然資源の枯渇など環境に大きな負荷を与えて

います。 

本市では、人口や事業所の増加により、ごみ排出量は増加傾向にありますが、1 人 1 日

当たりのごみ排出量は、全国の平均値を下回っています。 

今後も引き続きごみの減量化・資源化に向けて 3R（Reduce
リ デ ュ ー ス

：ごみの発生抑制、Reuse
リ ユ ー ス

：再

使用、Recycle
リ サ イ ク ル

：再生利用）運動の更なる推進に取り組むとともに、プラスチックの使用削

減及び食品ロス問題について、市民・事業者・行政と連携のもと取組を推進していきます。 

 

■ ごみの排出状況 

令和 6（2024）年度の市民 1 人 1 日当た

りのごみ排出量は 799g となり、前年度（令

和 5（2023）年度）の 817g から 18g 減少し

ました。ごみ排出量の内訳をみると、家庭

系可燃ごみが最も多く、全体の 5 割超を占

めています。 

令和 6（2024）年度のごみ質分析結果を

みると、厨芥類は 8.9％、プラスチック類

は 31.7％を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 市の取組 

① ごみの発生抑制 

ごみの資源化や適正処理はもちろん重要ですが、最も優先されるべき取組は「ごみを出

さないこと」です。 

市では食品ロス削減のため、広報や食品ロス削減協力店の募集、フードドライブ事業の

周知協力を行い、令和 6（2024）年度の協力店登録は 16 店となりました。 

重点的な取組２  

備考）印西クリーンセンターにおいて測定した燃やす

ごみの乾燥重量比を示しています。 

備考）端数処理のため、合計は一致しません。 

家庭系

可燃ごみ

18,268t

事業系ごみ

7,208t

家庭系

資源ごみ

5,658t

家庭系

粗大ごみ

988t
家庭系

不燃ごみ

494t

合計 32,616 t

《 令和6（2024）年度ごみ排出量内訳 》
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また、家庭ごみの減量化を推進するため、生ごみ処理容器等購入費補助金事業や廃棄物

減量機器貸出事業を実施しています。 

令和 6（2024）年度は生ごみ処理容器等については 127 基への補助を行い、剪定枝粉砕

機については 15 件の貸し出しを行いました。 

 

② ごみの分別・リユース・リサイクル 

ライフスタイルを転換し、極力出すごみを減量したあとは、出たごみを適正に分別して

いくことが重要です。 

令和 6（2024）年度はごみ減量化等説明会を 13 回（387 人）開催するとともに、各地域

から推薦のあった廃棄物減量等推進員を 102 人委嘱し、啓発に努めました。 

また、「ごみ・リサイクル施設見学会」、「いんざい環境フェスタ」の開催を通して、ごみ

減量化・リサイクルに関する学習機会の提供に努めました。 

廃棄物の回収と再資源化に関する施策としては、廃食油や使用済小型家電の回収に加え、

有価物集団回収奨励金事業※を引き続き実施し、市民の自発的なリサイクル活動を支援し

ました。資源物やごみの分け方・出し方などの情報については、スマートフォン対応アプ

リ「さんあ～る」で配信し、分かりやすく情報提供しています。 

令和 6（2024）年度間のアプリ利用者の増加数は 1,811 人、アプリ配信累計登録者数は

15,637 人となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 適正なごみ処理の体制整備・推進 

市の廃棄物は、印西地区環境整備事業組合の印西クリーンセンターや一般廃棄物最終処

分場などにより、安全かつ安定的に処理されています。同組合では焼却施設の老朽化に伴

う施設更新が進められており、新クリーンセンターの建設に向け、地域住民の理解を得な

がら整備事業に着手しているところです。 

  

ごみ減量化等説明会 

重点的な取組２，３  
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Ⅲ 環境指標の状況と評価 

環 境 指 標  
基準年度  中間目標  R6（2024）年度  

実績  
評価  

R2（2020）年度現状 R8（2026）年度  

1 人 1 日当たりのごみ排出量  884 g 747 g 799 g ☆☆ 

生ごみ処理容器等購入費補助

交付基数  
87 基  現状以上  127 基  ☆☆☆ 

ごみ減量化等説明会実施回数  
19 回  

（R1（2019））  
現状以上  13 回  ☆ 

備考）「ごみ減量化等説明会実施回数」の基準年度値については、新型コロナウイルス感染症の影響を考

慮して令和元（2019）年度の実績としています。 

 

≪総評、今後の方向性≫ 

  
 1 人 1 日当たりのごみ排出量は、基準年度と比較して減少しているものの目標値には

達していません。 

今後も引き続き、広報紙や市ホームページ、各種事業などを通じて、普及・啓発に努

めていく必要があります。 
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基本目標 4 カーボンニュートラルの実現に向けた地球環境にやさしいまちづくり  

4-1 温室効果ガスの排出抑制 

Ⅰ 現況と課題 

本市は、都心や成田国際空港へのアクセスが良く、特に千葉ニュータウン地域は住宅や

大型商業施設、物流の拠点施設、データセンターなどが集積しており、人口増加や企業立

地が進んでいます。これらの人口増加や企業立地に伴い、温室効果ガス排出量も増加傾向

にあります。 

そのため、省エネルギーの推進や再生可能エネルギーの普及拡大、環境にやさしい交通

環境の充実など、温室効果ガスの排出抑制に向けた取組を強化していく必要があります。 

 

■ 温室効果ガス排出量の推移 

印西市域における平成 25（2013）年度から令和 3（2021）年度の部門別温室効果ガス排

出量は表のとおりです。令和 3（2021）年度の温室効果ガス排出量は、合計で 800.9 千 t-CO₂

となり、基準年度（平成 25（2013）年度）値と比較して増加しました。1 人当たりの排出

量は、7.68t-CO₂/人となっています。 

本市の温室効果ガス排出量を部門別にみると、業務その他部門の排出量が最も多く、全

体の 5 割以上を占めています。業務その他部門に次いで運輸部門、家庭部門の排出量が多

くなっています。 

印西市域における部門別温室効果ガス排出量（単位：千 t-CO₂）資-48,49 

年度  

部門  

H25 

（2013）  

H26 

（2014）  

H27 

（2015）  

H28 

（2016）  

H29 

（2017）  

H30 

（2018）  

R1 

（2019）  

R2 

（2020）  

R3 

（2021）  

R3 

構成比  

産業  56.8  69.1  89.8  98.8  91.1  85.4  83.8  78.2 73.4 9％  

業務その他  240.3  258.1  258.3  280.2  281.9  299.8  319.5  358.1 452.4 56％  

家庭  119.0  99.5  94.9  102.9  117.5  101.4  99.5  99.6 104.3 13％  

運輸  151.8  146.6  147.2  147.9  147.8  147.6  146.7  133.6 134.2 17％  

廃棄物  8.2  9.3  12.6  14.5  12.0  14.3  14.3  16.5 17.4 2％  

メタン、N₂O 24.0  24.0  23.6  23.5  23.1  23.1  23.4  23.2 19.2 2％  

合計  600.1  606.6  626.4  667.9  673.3  671.6  687.3  709.1 800.9 100％  

備考）平成 25（2013）年度～令和元（2019）年度の温室効果ガス排出量は「いんざいカーボンニュート

ラル・チャレンジ 2050」の策定にあたり、当時の「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・

実施マニュアル（算定手法編）」（環境省）に基づいて算定し直したため、「第 3 次印西市環境基本

計画」に掲載した値とは異なります。 
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Ⅱ 市の取組 

① 省エネルギーの推進 

省エネルギー化を推進するためには、一人ひとりがどれほどのエネルギーを利用してい

るのかを知り、日々の行動を見直すことが重要です。 

市では、広報紙や市ホームページを利用して、環境家計簿の普及に努めました。環境家

計簿は、家庭における光熱費やエネルギーの使用状況を把握することで家庭から排出され

る二酸化炭素量※をチェックし、省エネ意識を育むものです。 

また、地球温暖化防止に向けて、住宅用設備等脱炭素化促進事業補助金を通じて、家庭

における省エネルギー設備などの導入促進を図っています。 

令和 6（2024）年度は、家庭用燃料電池システム（エネファーム）や窓の断熱改修に対す

る補助を行い、補助件数は 250 件でした。 

 

住宅用設備等脱炭素化促進事業補助金（令和 6（2024）年度実績） 

補助対象設備等  件数  

家庭用燃料電池システム（エネファーム）  21 件  

定置用リチウムイオン蓄電システム 139 件  

窓の断熱改修  54 件  

電気自動車  25 件  

プラグインハイブリッド自動車  5 件  

V2H※充放電設備  6 件  

合計  250 件  

 

 

② 再生可能エネルギーの利用促進 

令和 5（2023）年度における市の再生可能エネルギーの導入容量累積は、太陽光発電（10kW

未満）が 26,186kW、太陽光発電（10kW 以上）が 79,960kW となり、増加傾向にあります。 

市では、県による太陽光発電設備・蓄電池

共同購入支援事業の広報支援を行い、再生可

能エネルギーの導入促進を図りました。 

また、次期中間処理施設整備事業に伴い、

ごみ処理の過程から発生する未利用エネル

ギーを新たなエネルギー源として活用するこ

とを検討しています。 

令和 6（2024）年度は、引き続き印西地区環

境整備事業組合により、次期中間処理施設の

令和 10（2028）年度稼働に向けて事業が進め

られています。  

重点的な取組３  

重点的な取組３  
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③ 環境に配慮したまちづくりの推進 

令和 6（2024）年度は、ふれあいバス 6 ルートを運行し、ふれあいバス利用者数は、基

準年度（令和元（2019）年度）を上回りました。 

市内駅の 1 日平均乗車人員は前年度（令

和 5（2023）年度）値を上回り、目標値に

近づいています。 

また、公共交通の利用促進に繋げること

を目的として、市内全域を網羅した印西市

総合公共交通マップを作成しました。 

 

 

Ⅲ 環境指標の状況と評価 

環 境 指 標  
基準年度  中間目標  R6（2024）年度  

実績  
評価  

R2（2020）年度現状  R8（2026）年度  

市域の温室効果ガス排出量  
600.1 千 t-CO₂ 

（H25（2013））  
現状以下  

800.9 千 t-CO₂ 

（R3（2021））  
☆ 

定置用リチウムイオン蓄電シ

ステム導入補助件数（補助対

象分累計）  

309 件  700 件  860 件  ☆☆☆ 

ふれあいバス利用者数  
245,944 人  

（R1（2019））  
現状以上  275,902 人  ☆☆☆ 

市内駅の 1 日平均乗車人員  
29,930 人  

（R1（2019））  
現状以上  29,548 人  ☆☆ 

備考）「市域の温室効果ガス排出量」については、当該年度のデータを把握できないため、3 年度前のデー

タを実績として報告しています。また、基準年度値については、「いんざいカーボンニュートラル・

チャレンジ 2050」の策定にあたり、当時の「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マ

ニュアル（算定手法編）」（令和 6（2024）年 4 月、環境省）に基づいて算定し直したため、「第 3

次印西市環境基本計画」に掲載した値とは異なります。 

「ふれあいバス利用者数」と「市内駅の 1 日平均乗車人員」の基準年度値については、新型コロナ

ウイルス感染症の影響を考慮して令和元（2019）年度の実績としています。 

  

重点的な取組３  

公共交通の利用促進が二酸化炭素 
の排出抑制につながります 
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≪総評、今後の方向性≫ 

    住宅用設備等脱炭素化促進事業補助金の交付を通じて、家庭における省エネルギー化

の促進を図るとともに、電気自動車・プラグインハイブリッド自動車・V2H 充放電設備

の導入補助を通じて、家庭におけるモビリティの低炭素化を図りました。 

 ふれあいバスの利用者は増加傾向にあります。今後もダイヤ改正や運行ルート再編を

行いながら、引続き事業を実施します。 

路線バス事業者への補助については、周辺駅などへの交通手段を確保することで、市

民の利便性と福祉の向上を図るために、引き続き事業を実施します。 

本埜地区を対象としたタクシー利用助成事業の実証実験が終了となり、その結果をも

とに、当該制度の対象地域や利用方法などの見直しを検討しました。 

地域公共交通マップの改訂版作成に向けた検討を行い、「2025 年 4 月発行版」を発行

し市内公共施設へ配架しました。 

公共交通機関の利用促進については、鉄道事業者・千葉県・沿線自治体等と連携し、

利用者の更なる利便性向上と沿線地域の活性化を図っていきます。 
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4-2 気候変動への適応 

Ⅰ 現況と課題 

地球温暖化による気温上昇、またそれに伴う局地的な豪雨の増加、台風の強大化、農作

物の品質低下など、気候変動の影響は本市においても例外ではなく、様々な影響が生じて

います。さらに今後、その影響が長期にわたり拡大するおそれがあります。 

これら気候変動の影響を可能な限り回避・低減するための適応策を講じるとともに、市

民・事業者への情報提供を行う必要があります。 

 

Ⅱ 市の取組 

① 気候変動の影響への対策 

・水環境・水資源 

市では、公共下水道事業計画に基づき、浸水対策の推進に努めています。気候の変動に

より河川水質に変化が生じる可能性があるため、市では、河川や地下水などの水質の定期

測定を継続しています。 

・自然災害・沿岸域 

市では、自主防災組織の結成促進や、さらなる

活動の充実のため、広報紙や市ホームページを

通じて防災情報の提供を行うとともに、転入者

及び希望者に対してハザードマップの配布を行

いました。 

令和 6（2024）年度の自主防災組織新規結成数

は 2 組織となりました。 

また、自主防災組織の代表者向けリーダー研

修会を開催し、49 名に参加いただきました。 

・健康 

市では、広報紙や市ホームページなどで熱中

症の注意喚起や熱中症対策に関する情報提供を

行いました。 

また、佐倉観測所、我孫子観測所、船橋観測所

の暑さ指数（WBGT）が 33℃以上と予想された時、

当日 9 時頃に防災行政無線や印西市災害伝達

ツールなどで、熱中症警戒アラートをお知らせ

しました。 

 

② 気候変動の影響に対する理解促進 

市では、最新の科学的知見とあわせて市民・事業者へ情報提供を行うため、市域におけ

る気候変動の影響について、継続して情報収集を行っています。 

令和 6（2024）年度の気候変動適応に関する情報提供回数は 18 回となりました。  
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Ⅲ 環境指標の状況と評価 

環 境 指 標  
基準年度  中間目標  R6（2024）年度  

実績  
評価  

R2（2020）年度現状  R8（2026）年度  

自主防災組織活動カバー率  80.0 % 現状以上  82.4% ☆☆☆ 

気候変動の適応に関する情報

提供回数  
10 回  現状以上  18 回  ☆☆☆ 

 

≪総評、今後の方向性≫ 

 
  

 気候変動への適応については、市域における気候変動の影響について情報収集を進め

るとともに、分野ごとに必要な対策を検討していきます。 

 雨水処理については、総合的な浸水対策を進めるため、令和 6（2024）年度から内水

浸水想定区域図の作成を進めています。今後はその結果を基に、既存施設の状況を勘案

しつつ、適切な時期に整備を行っていきます。 

 令和 6（2024）年度は、自主防災組織が新規で 2 組織結成されました。さらなる活動

の充実のため、ホームページでの各種研修の案内や事例紹介、ハザードマップ・防災総

合ガイドブックの配布、広報、出前講座等による自助・共助等普及啓発も行い、地域防

災力強化を図りました。災害における被害を軽減するには、防災に対する各種対策など

の普及啓発が重要であるため、引き続き取組を実施していきます。 

 令和 6（2024）年の夏は、猛暑日（日最高気温 35 度以上）の日数がここ数年で最も多

くなりました。7 月と 9 月は、これまでの日最高気温の値を更新するなど、長い期間厳

しい暑さが続き、テレビ等では連日、熱中症に厳重警戒を呼びかける放送が流れました。 

印西市では、市民への警戒呼びかけが少しでも効果的となるよう、クールシェアス

ポット※を含めた平時からの熱中症対策とともに、警戒慣れにより市民の危機感が薄ま

らないよう、印西市周辺観測点に注目することで『特に警戒が必要な日』にしぼって防

災行政無線等でお知らせするメリハリある対応を行いました。この方法は、今後も継続

していきます。 

また、千葉県を対象に熱中症警戒アラートが発表されたときは、各課連絡にて情報提

供を行いました。 

印西市周辺観測点については、令和 6（2024）年度より、これまでの佐倉観測所、我

孫子観測所に船橋観測所を加えた 3 観測点としています。 
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4-3 市の率先行動の推進 

Ⅰ 現況と課題 

市ではこれまで、印西市庁内エコプラン（地球温暖化対策実行計画）に基づき、市の事

務事業に係るエネルギー消費の低減に向けて、公共施設における LED 照明の導入などの取

組を進めてきました。 

令和 5（2023）年 3 月には、第 5 次印西市庁内エコプランを策定し、市の事務事業に係

る温室効果ガス排出量について、令和 12（2030）年度に平成 25（2013）年度比 50％削減

を目指すことを定めました。 

今後も引き続き、市が率先して脱炭素社会の実現に向けた取組を実施することで、市全

体のエネルギー消費量削減を図っていきます。 

 

Ⅱ 市の取組 

① 公共施設における脱炭素化の推進 

令和 6（2024）年度の市の事務事業から排出される温室効果ガス排出量は、基準年度（平

成 25（2013）年度）比で 15.8%（約 1,118t-CO2）増加しました。排出量の増加要因として

は、各施設における電気及び燃料使用量の増加や、高花学校給食センターの開設に伴うエ

ネルギー使用量の増加が考えられます。 

市の施設では、再生可能エネルギー設備の率先的な導入を推進しており、市役所本庁舎

をはじめ 9 施設に太陽光発電設備を設置しています。 

今後も、公共施設の新築時や大規模改修時における再生可能エネルギー設備の新規導入

を推進していきます。 

 

太陽光発電設備の設置施設 

施設名称  設備容量  

大森小学校  10kW 

市役所（本庁舎）  10kW 

松山下公園総合体育館  10kW 

内野小学校  20kW 

牧の原小学校  45.9kW 

高齢者就労支援センター 10kW 

内野保育園  20kW 

高花学校給食センター 10.5kW 

そうふけふれあいの里  33kW 

  

再生可能エネルギー 
の導入を推進しています 

重点的な取組３  
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② エコオフィスの推進 

庁内エコプランに基づき、市職員に対する省エ

ネルギーの取組の周知徹底を図りました。 

令和 6（2024）年度は庁内エネルギー管理講習

を 1 回実施し、地球温暖化対策に係る職員の意識

醸成を図りました。 

公用車の購入にあたっては、次世代自動車をは

じめとする環境性能に優れた自動車の導入に努

めました。 

 

Ⅲ 環境指標の状況と評価 

環 境 指 標  
基準年度  中間目標  R6（2024）年度  

実績  
評価  

R2（2020）年度現状  R8（2026）年度  

市の事務事業に伴う温室効果

ガス排出量  

7,070 t-CO₂ 

（H25（2013））  
6,784 t-CO₂ 8,188t-CO₂ ☆ 

公共施設における再生可能エネ

ルギー発電設備の導入施設数  
5 施設  7 施設  9 施設  ☆☆☆ 

公用車における環境性能に優

れた自動車導入数（累計）  
28 台  43 台  48 台  ☆☆☆ 

備考）「市の事務事業に伴う温室効果ガス排出量」の基準年度値については、平成 25（2013）年度の実績

としています。 

 

≪総評、今後の方向性≫ 

   庁内エコプランに基づき、公共施設の新築工事や改修工事等に伴い LED 照明や太陽光

発電設備等を導入し、公共施設の脱炭素化を図りました。 

 公用車の交換購入にあたっては、大気汚染の軽減を目的とし環境に配慮した低排出ガ

ス基準適合車及び燃費効率の良い車両の購入に努めました。（九都県市指定低公害車計

７台） 

公共施設での電力の調達については、再生可能エネルギー由来の電力の利用を検討い

たします。 
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基本目標 5 パートナーシップを構築し協働で環境保全に取り組むまちづくり 

5-1 自ら学び行動する人づくりの推進 

Ⅰ 現況と課題 

様々な環境問題を解決していくための第一歩は、一人ひとりが環境の現状を知り、日常

生活との関わりを認識することです。 

市では、環境フェスタやいんざい自然探訪、環境に関する出前講座などを通じて、環境

保全に関して、市民・事業者に対する様々な普及・啓発活動を行っています。 

市民・事業者がこれらの環境情報へ容易にアクセスできるよう、情報提供の仕組みを一

元化するとともに、幅広い世代を対象に、環境保全について学べる場やプログラムの充実

を図る必要があります。 

特に、将来の担い手となる子どもたちが環境について考え行動することは、保護者や地

域全体への波及効果が期待できることから、環境に関する学習内容の充実を図っていきま

す。 

Ⅱ 市の取組 

① 環境情報の一元化と共有 

市では、環境基本計画や庁内エコプランの年

度ごとの取組状況をとりまとめた環境白書を、

毎年度発行・公表することで、各種測定データや

環境に関する情報を広く周知しています。 

令和 6（2024）年度の環境情報の提供回数は、

毎月 2 回発行される広報全てに掲載を行い、24

回となりました（環境情報 70 件）。 

このほか、市ホームページに 18 コンテンツの

環境情報を掲載しました。 

 

② 環境学習の場と機会の創出 

市では、市民・事業者が地域の環境や環境保全

活動に関心を持てるよう、環境講座・イベントな

どにおいて普及啓発を図っています。  

令和 6（2024）年度は市が主催する環境関連イ

ベントを 17 回実施しました。 

 

将来の印西市を担う子ども達への環境教育の推

進を図るため、教育センターにて、環境に関する

各種講座を実施しています。令和 6（2024）年度

は、施設改修に伴う一時移転のため、オンライン

科学実験教室のみを実施しました。 

重点的な取組１，２  

備考）「環境情報の提供回数」は、毎月 2 回

発行される広報による提供回数をカウ

ントしています。 
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学校においては、環境に関する学習の充実を図るとともに、小中学校の図書室では、環

境教育に関する蔵書の紹介や活用に関する支援を行いました。 

市では、市民の学習ニーズや年齢層に合わせて、環境をテーマとする市民アカデミーや

出前講座の実施を推進しています。 

中央公民館では、利根川について印西地域の歴史・社会・環境などを総合的に学び、地

域への理解、ふるさと意識を育みながら、これからのまちづくりを考える機会を提供しま

した。小林公民館では、小林カレッジにおいて、野鳥観察会を実施し、自然環境及び生態

系への関心を深める機会を提供しました。そうふけ公民館では、小学生を対象にした移動

プラネタリウムによる星空見学を実施し、自然科学への関心を深める機会を提供しました。

教育委員会では、小中学生を対象にした夏休み貝化石採集観察会を実施し、木下交流の杜

歴史資料センターでは、木下貝層の地層や貝化石の展示、木下河岸ジオラマ展示などによ

り利根川周辺の歴史や自然環境を学ぶ機会を提供しました。印旛歴史民俗資料館では、印

旛沼の環境、動植物に関するパネルや

漁の道具などの展示のほか、関係書籍

を紹介し、印旛沼の理解を深める機会

を提供しました。印旛図書館では、「大

切にしたい自然と環境～わたしたち

のセンス・オブ・ワンダー～」をテー

マに、レイチェル・カーソンと環境問

題に関連する本を集めて展示し、環境

問題について考える機会を提供しま

した。 

 

Ⅲ 環境指標の状況と評価 

環 境 指 標  
基準年度  中間目標  

R6（2024）年度実績  評価  
R2（2020）年度現状  R8（2026）年度  

環境情報の提供回数  24 回  現状維持  24 回  ☆☆☆ 

環境講座・イベントなどの開催

回数（市主催事業）  

22 回  

（R1（2019））  
現状以上  17 回  ☆ 

学校図書館における環境教育

に関する蔵書保有校数  
27 校（全校）  全校を維持  27 校（全校）  ☆☆☆ 

備考）「環境講座・イベントなどの開催回数」の基準年度値については、新型コロナウイルス感染症の影

響を考慮して令和元（2019）年度の実績としています。 

 

  

中央公民館の主催で 

「利根川講座」を実施 
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≪総評、今後の方向性≫ 

  

 印西市環境白書を発行するとともに、市の広報・ホームページを通じた環境情報の発

信に努めました。今後も引き続き、わかりやすい環境情報の発信手法を検討します。 

 令和 6（2024）年度は、令和 5（2023）年度より引き続き、そうふけふれあいの里改修

工事に伴う教育センターの一時移転のため、例年実施している環境教育に関する取組を

さらに縮小して行うこととなりました。 

科学実験教室ではオンライン形式で micro:bit を使ったプログラミング体験を行いま

した。実生活でも様々な場面でプログラミングが活用されていることを知り、生活を支

えていること、環境を守るために応用がされていることなどを学ぶ機会を設けることが

できました。 

令和 7（2025）年度はそうふけふれあいの里の改修工事が終了し、センター機能が元

に戻ることから、里山観察会や星空観察会などを実施する予定です。 

今後も市内小中学生の環境に対する意識を高めるための取組を継続し、また、各小中

学校とも連携を図り、学習内容の充実を図っていきます。 

また、市民アカデミーのプログラムの中で、市史編さんの講話会や印西市の歴史散策

などを実施し、地域の環境や文化財について理解を深めました。 

 公民館においては、各施設にて、環境に関する理解を深める講座やイベントを実施し、

市民に対して環境学習の機会の提供に努めました。 

印旛図書館においては、「大切にしたい自然と環境～わたしたちのセンス・オブ・ワン

ダー～」をテーマにした展示を実施し、環境問題について考える機会を提供しました。 
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5-2 環境配慮行動の推進 

Ⅰ 現況と課題 

市内の環境をより良いものとするには、市民・事業者が環境配慮行動を実践するととも

に、行政と連携した環境保全活動を行っていくことが大切です。 

市では、自発的に環境保全活動に取り組む市民活動団体などを支援してきました。 

今後も、環境保全活動に取り組む NPO・市民活動団体などを積極的に支援するとともに、

環境保全に意欲のある人々と環境保全活動団体を橋渡しするネットワークを構築すること

で、様々な主体が連携する環境保全活動の活性化を図る必要があります。 

 

Ⅱ 市の取組 

① 各主体における環境配慮行動の推進 

市内で活動している環境保全活動団体数は 35

団体となりました。依然として、団体構成員の

高齢化に伴い、団体を維持することが困難な状

況が続いています。 

市では、協働事業の実施や行事の広報支援を

通じて、環境保全活動を行う市民活動団体に対

する支援を行いました。 

令和 6（2024）年度は環境に関する協働事業

を 2 事業実施しました。 

 

市では、市民の環境配慮行動を促すきっかけ

として、いんざい自然探訪や子ども里山学校な

どの環境に関する各種イベントを開催しました。 

また、市民・事業者の環境行動指針について、

市ホームページに掲載し周知を図るとともに、イ

ベントにおける啓発やリーフレット、いんざいエ

コカレンダーの配布などを通じて、市民・事業者

による環境配慮行動の実践を促しました。 

 

② 各主体間の連携促進 

市民・事業者・市が協働し、様々な立場から意

見交換をする場として印西市環境推進会議を設

置しています。 

令和 6（2024）年度は環境推進会議（市民会議）

を 5 回、環境推進会議（事業者会議）を 2 回開催

し、「いんざいカーボンニュートラル・チャレン

ジ 2050」に関する意見などをいただきました。 

印西市環境行動指針 

重点的な取組１，２  
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このほか、市民と行政の協働によるまち

づくりを推進するため、市民と市が互いに

協力・連携しながら、地域社会のさまざまな

課題解決や市民ニーズの充足に向けて取り

組む企画提案型協働事業※や、市民活動団

体・事業者主体の公益的なまちづくり活動

を支え育てていく公益信託印西市まちづく

りファンド※など、さまざまな形で市民活動

の支援を実施しています。 

 

 

Ⅲ 環境指標の状況と評価 

環 境 指 標  
基準年度  中間目標  

R6（2024）年度実績  評価  
R2（2020）年度現状  R8（2026）年度  

環境保全活動団体数  33 団体  現状以上  35 団体  ☆☆☆ 

市民・事業者との協働による

環境保全活動実施回数  
9 回  現状維持  9 回  ☆☆☆ 

環境配慮行動指針リーフレット

の配布数  
500 部  現状以上  100 部  ☆ 

 

≪総評、今後の方向性≫ 

 

 

環境に配慮したライフスタイルへの転換を促すため、環境行動指針の普及啓発を行い

ました。 

また、市民活動団体との協働事業を通じて、多様な主体間の連携による環境保全活動

の実践に努めました。 

 

武西の里山で市民活動団体 
との協働事業を実施 


	04_環境白書「第2章①」_基本目標1~2_R7版
	04_環境白書「第2章②」_基本目標3~5_R7版

